
（別添１）

自動車検査独立行政法人法及び道路運送車両法の一部を改正する法

律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令について

平成１９年２月

国 土 交 通 省

１．背景

第１６６回国会において、自動車検査独立行政法人について特定独立行政

法人から特定独立行政法人以外の独立行政法人に移行する等の措置を講ずる

自動車検査独立行政法人及び道路運送車両法の一部を改正する法律案 以「 」（

下「改正法」という ）が提出されている。。

今般、改正法の施行に伴い、関係政令の整備を行うとともに、所要の経過

措置を定めることとする。

２．概要

（１）国家公務員法退職手当法施行令の一部改正（第１条関係）

改正法の施行により、自動車検査独立行政法人（以下「検査法人」とい

う ）の職員が国家公務員としての身分を失うことに伴い、その退職手当。

の適切な算定のため、改正法附則第４条第３項の規定により国家公務員と

しての引き続いた在職期間とみなされる検査法人の職員としての在職期間

は、国家公務員退職手当法施行令第５条の２第２項第７号の基礎在職期間

（以下単に「基礎在職期間」という ）とする旨の改正を行う。。

（２）独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令の

一部改正（第２条関係）

改正法の施行により、自動車検査独立行政法人法旧第１５条が第１６条

に条ずれしたことに伴う形式的改正を行う。

（３）国家公務員法退職手当法の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に

関する政令の一部改正（第３条関係）

改正法の施行により、検査法人が特定独立行政法人以外の独立行政法人

に移行することに伴い、検査法人の職員が国家公務員退職手当法に基づく

退職手当の支給対象となるのは改正法の施行日の前日までの間に限る旨の

改正を行う。

（４）国家公務員法退職手当法施行令の適用に関する経過措置（第４条関係）

国家公務員退職手当法施行令第１０条の規定の適用について、改正法施

行後の検査法人の事務所は特定独立行政法人の事務所とみなす旨の経過措



置を定めることとする。

（５）施行期日（附則関係）

この政令は、平成１９年４月１日（改正法の施行の日）から施行するこ

ととする。

３．今後のスケジュール（予定）

事務次官等会議：平成１９年３月下旬

閣 議：平成１９年３月下旬

公 布：平成１９年３月下旬

施 行：平成１９年４月１日


